平成19年

(問1)土地改良事業の種類に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.農業用用排水施設等の土地改良施設の新設、管理、廃止又は変更は、土地改良事業である。

2.「交換分合」は、工事を伴わないが土地改良事業である。

3.「災害復旧」は、農用地の災害復旧だけを対象としている。

4.「その他農用地の改良又は保全のため必要な事業」は、例示すれば、客土、暗渠排水、床締のようなものである。

解答

3.農地と土地改良施設も含まれる

(問2)土地改良事業の実施手続き等に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.15人以上の参加資格者は、受益地区内の参加資格者の3分の2以上の同意を得た上で、都道府県知事の認可を得、土地改良区を設立して土地改良事業を実施することができる。

2.土地改良法制度の基本原則は、受益農業者の発意(申請)、同意、3分の2の強制となっているので、申請によらないで土地改良事業を行うことはできない。

3.土地改良事業の参加資格者は、農用地にあっては使用収益権者とし、非農用地にあっては所有者とすることが原則とされている。

4.土地改良区が行う土地改良施設の管理は、都道府県知事の認可を得た維持管理計画に従って行わなければならない。

解答

2埋立や干拓等の一定の事業について、国又は都道府県は、申請によらず土地改良事業を行くことができる・
(問3)土地改良事業の費用負担に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.国営土地改良事業の農業者負担部分については、事業完了後に年賦償還することとされている。また、農林漁業金融公庫の融資対象とはなっていない。

2.土地改良事業の農業者負担部分については、国庫補助のある事業に限って、農林漁業金融公庫の融資対象となっている。

3.土地改良区は、当該土地改良区が行う土地改良事業によって利益を受ける者が特定できる場合、自らの判断のみで強制的に費用を負担させることができる。

4.いわゆる小作地における農業者負担部分については、事業参加資格の如何に関わらず、使用収益権者又は所有者のいずれの者からも強制的に徴収することができる。

解答

1

2　国庫補助のない事業も融資対象
3　県知事の認可等所定の手続きが必要
4　事業参加資格者から徴収
(問4)土地改良事業の基本的要件に関する記述について(A)から(C)に当てはまる組み合わせとして、妥当なものはどれか。

・事業の施行が(A)に可能であること。

・事業のすべての(B)がすべての費用を償うこと。

・受益者負担金がその負担能力の(C)を超えないこと。

A　　　B　　　　C

1経済的　効力　限度

2技術的　効用　限界

3地形的　効用　限界

4地域的　効果　限度

解答

2

(問5)土地改良施設の管理に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.国営土地改良事業により造成されたすべての土地改良施設は、地方公共団体又は土地改良区に管理の委託が行われている

2.土地改良施設の維持管理計画は受益者の同意を必要としない。

3.土地改良施設の管理に要する経費は、受益者が負担する建前となっているが、当該施設の公共性、公益性等を勘案し、助成措置が講じられる場合もある。

4.土地改良区営事業により造成された土地改良施設は、土地改良区自らが管理することができる。

解答 3
1. 管理委託、譲与管理、直轄管理がある

2. 2/3同意が必要

４ 造成した土地改良区が管理することが義務付けられている。
(問6)農業農村整備事業に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.農業農村整備事業は、事業の規模に応じて、国営事業、都道府県営事業等に区分される。

2.農業農村整備事業は、事業の目的により農業生産基盤整備事業、農村整備事業及び農地等保全管理事業に区分される。

3.農業農村整備事業の効果は、農業生産性の向上や農業構造の改善等の農業生産上の効果、土地利用の秩序化や国土保全機能の増大など多面的な面にまで及んでいる。

4.農業農村整備事業で整備した農地を、宅地として転用する場合であっても特に規制は課されない。

解答 4
1農業農村整備事業は、事業の規模に応じて、国営事業、都道府県営事業等に区分

2農業生産基盤整備事業、農村整備事業及び農地等保全管理事業

4 規制が課せられている
(問7)農業用水に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.日本で使う年間の水使用量のうち、農業用水は3分の1を占めるが、そのうち50%は水田のかんがい用水となっている。

2.農業用水は、公共性が高く農業の生産に欠かせない重要な資源であるため、いかなる場合であっても上水道等への転用は不可能となっている。

3.農業水利施設は水田や畑地へのかんがい排水等に利用されるほか、健全な水循環を形成することにより、防火用水、消流雪用水への利用等多面的な役割を発揮している。

4.農業用水路の延長は約40万kmで、そのうち基幹的水路は約1万kmとなっている。

解答　3
1 2/3の使用量　90％以上
2 農業用水再編事業、小水力発電事業
4用水路40万Ｋｍ　基幹的水路4万５千Ｋｍ
(問8)新たな食料・農業・農村基本計画(平成17年3月)に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.農村の振興を図るためには、農村経済の活性化や都市と農村の交流活動の促進を図ることとしている。

2.食料の安定的供給の確保に関しては、地産地消の推進や食生活の改善に資する品目の消費拡大等を図ることとしている。

3.農業の持続的発展を図るためには、新たな人材の育成・確保や農地の有効利用の促進を図ることとしている。

4.平成27年度の農地面積は、これまでの減少のすう勢を踏まえ、平成17年度の半分程度と見込んでいる。

解答

3. ４７０万haが４５０万ha
(問9)ほ場整備等の農地整備の役割に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.農地整備は、農業生産性の向上及び農業構造の改善を実現することにより、食料供給力の確保に重要な役割を果たしている。

2.全国的に見て、農業用用排水施設の整備は進んでいるが、現在のところ更新整備は必要とされていない。

3.ほ場整備は、土地生産性の向上の効果はあるが、生産組織等の担い手の育成には貢献していない。

4.ほ場整備は、所有権を中心に農地を集団化することを目的としており、農地流動化の促進は考慮されていない。

解答

2更新は必要 重要な課題　3担い手育成に貢献　4.農地の流動化促進 考慮している
(問10)農地の現状に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.水田の整備状況は、地域間の格差がなく整備率は全国平均で40%程度となっている。

2.農地の整備状況は、通常、水田は末端農道の整備された面積、畑は畑地かんがい施設の整備された面積で表される。

3.農地面積467万ha(平成18年)の内訳は、畑254万ha、水田213万haで畑面積の方が多い。

4.農地面積は、昭和35年から平成18年までの間に、農地開発や干拓により農地造成が行われたものの、工場用地や宅地等に転用されたため減少している。

解答

1 地域間の格差あり　.整備率59％

2. 水田は30a 畑は末端農道
3 田畑が逆

(問1)建物等の計測に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.建物の面積に係る計測は、原則として、柱又は壁の中心間で行う。

2.建物の面積に係る計測は、原則として柱又は壁の内々問で行う。

3.工作物の面積に係る計測は、原則として、柱又は壁の外側間で行う。

4.工作物の面積に係る計測は、原則として柱又は壁の内々間で行う。

解答

1　柱又は壁の中心同士　

(問2)相続に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.民法で定められている相続人のことを法定相続人といい、法定相続人になる資格があるものは、配偶者と血族である。・

2.配偶者は、常に法定相続人になれるわけではない。

3.血族は、全員が法定相続人になれる。

4.血族が法定相続人になることができる順番は、決まっていない。

解答

2. .配偶者は常に法定相続人
3. 相続人が兄弟姉妹の場合の代襲相続は甥姪まで

4.　民法の規定により順番が決まってる

(問3)境界立会を必要とする画地及び範囲に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.一筆を範囲とする画地。

2.一筆の土地であっても、所有権以外の権利が設定されている場合は、その権利ごとの画地。

3.一筆の土地であっても、その一部が異なった現況地目となっている場合は、現況地目ごとの画地。

4.一画地にあって、土地に付属するあぜ、みぞ、その他これらに類するものが存するときは一画地とせず、その部分を区分した画地とする。

解答

４　一画地に含むものとする　一部が崖等なら区分できる

(問4)用地実測図原図の作成に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.用地実測図原図は、境界・現況測量より得られた成果に基づき、共通仕様書に明記された事項から監督職員が指示する事項を記入する。

2.用地実測図原図の縮尺は、原則として、縮尺500分の1(土地が市街地地域にあっては、監督職員の指示により250分の1とすることができる。)とする。

3.用地実測図原図は、右を起点側、左を終点側とし、数葉にわたるときは、一筆の土地が2葉にまたがらないこととし、右上に番号を付す。

4.用地実測図原図の材料は、ポリエステルシート#500とする。

解答
3.　左が起点　右が終点
(問5)立竹木区分に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.効用樹は、鑑賞樹や風致木と異なり、庭木等ではない。

2.営業用樹木で育苗管理している植木畑の苗木は、効用樹である。

3.孟宗竹、ま竹等で竹材又は旬の収穫を目的としている竹林は、収穫樹である。

4.敷地内に植え込まれた芝、地被類、草花等は、庭木等である。

解答

1.庭木等である　

2.苗木である

3.竹林である

(問6)予備調査に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.工場、店舗、ゴルフ練習場等で大規模なもの(以下「工場等」という。)の敷地が取得等の対象となる場合において、現状の機能を構内において回復させることの検討が必要であると認められるときに実施する。

2.建物等の調査に先立ち、工場等使用実態、土地等の取得等に伴う建物等の影響範囲及び概略の建物等移転計画案作成に必要な事項の調査である。

3.工場等の敷地の一部が取得等され残地が生じる場合は、全て予備調査を実施する。

4.予備調査を区分すれば、企業内容等、敷地使用実態、建物及び機械設備等の調査と各調査書等の作成、そして、補償概算額の算定老なる。

解答

3すべて調査ではない　大規模な場合
(問7)補償説明と補償説明の概況ヒアリングに関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.補償説明は、権利者に対し、土地評価(残地補償を含む。)方法、建物等の補償方針及び補償額の算定内容の説明を行うことをいう。

2.補償説明の内容は、取得等する土地等の面積、範囲、移転を求める建物等の種別、数量等を示し、土地については評価方法、残地が生ずる場合は残地補償を含めた残地の取扱い方、建物等については移転である旨の補償方針、適用した移転工法、補償額の算定内容及び補償基準等の関係規定等である。

3.概況ヒアリングは、補償説明の実施に先立ち、監督職員が権利者に対し取得等の対象となる土地等の概要、移転の対象となる建物等の概要、補償内容、各権利者の事情について説明をするものである。

4.補償内容は、補償説明の中核をなすものであり、権利者ごとに補償項目、算定内容等資料による詳細な説明を受けておく必要がある。

解答

3請負者が監督職員から聞く内容

(問8)建物等の事前調査における損傷調査に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.既存の損傷箇所の調査は、原則として、基礎等の部位別に行う。

2.天井に亀裂、縁切れ雨漏り等のシミ等が発生しているときの調査は、外壁に準じておこなうものとする。

3.外壁に亀裂等が発生しているときは、四方向の立面に生じている亀裂等数量、形状等をスケッチするとともに、一方向の最大の亀裂から2箇所程度を計測する。

4.屋根(庇、雨樋を含む。)に亀裂又は破損等が発生しているときは、当該建物の屋根伏図を作成し、仕上げ材ごとに、その損傷の程度を計測する。

解答

2　内壁の調査に準じて行う

(問9)墓地管理者等の調査に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.墓地管理者の調査は、土地の登記記録の調査及び市町村吏員、集落の代表者等、寺院の代表役員等からの聞き取りによる。

2.墓地管理者が宗教法人のときは、法人登記簿により宗教法人の名称等の事項を調査する。

3.墓地使用(祭祀)者の調査は、墓地使用者の画地ごとに、墓地管理者等から墓地使用(祭祀)者の氏名、住所等について聴取する。

4.墓地使用(祭祀)者単位の霊名簿(過去帳)の調査事項は、法名(戒名)、俗名・性別及び享年、死亡年月日、火葬・土葬の区分、墓地使用者単位の霊数、その他必要と認める事項である。

解答

2 宗教法人の登記簿
(問10)一般地上権と区分地上権の相違点等に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.工作物(設定目的)の上部等の土地使用が、工作物(設定目的)の安全な管理に支障がある場合は、区分地上権とする。

2.設定目的が工作物の所有である場合は、区分地上権とし、一般地上権とはならない。

3.区分地上権の設定範囲{左・右(水平)}は、一定範囲(層)にのみ設定する。

4.一般地上権の設定効力は、土地所有者の土地(全域)の利用は(ほぼ)全面的に排除となる。

解答

1 一般地上権
2 どちらも可能である

3 上下（垂直）

(問1)土地等の定義に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.「土地等」とは、土地、土地収用法(昭和26年法第219号)に掲げる権利、立木、建物その他土地に定着する物件及び土石砂れきをいう。

2.「土地等の取得」とは、土地、物件及び土石砂れきの取得並びに権利の消滅をいう。

3.「土地等の使用」とは、土地及び建物の使用並びに権利の制限をいう。

4.「権利」には、社会通念上の権利は含まないものとする。

解答

4社会通念上の権利は含む

(問2)損失の補償に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.土地等の取得又は土地等の使用に伴うその他の措置をする場合を除き、土地等の権利者に対してするものである。

2.各人別にするものである。ただし、各人別に見積もることが困難であるときは、この限りでない。

3.原則として、金銭をもってするものである。

4.契約締結の時の価格をもってするものであるが、その後価格に変動があった場合は、この限りでない。

解答

4価格変動の追加払いはしない

(問3)空間又は地下の使用に係る補償に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.空間又は地下の使用が長期にわたるときの補償の総額は、当該土地の正常な取引価格に相当する額の80パーセントを超えてはならないものとする。

2.空間又は地下の使用が長期にわたるときは、当該土地の正常な取引価格に相当する額に当該土地の利用が妨げられる程度に応じて適正に定めた割合を乗じて得た額を一時払いとして補償することができるものとする。

3.農地の場合、空間又は地下の使用に係る補償は、宅地等と異なり、当該土地の立体利用阻害率に応じて算定する方法はなじまない。

4.空間又は地下の使用に係る補償において、土地所有者又は特定の第三者がその土地を特別の用途に用いることを前提として生じる価値があるとした場合、その価値は考慮できるものとする。

解答

1 規定はなし　3 立体的利用が妨げられる程度に応じて　4 考慮できない
(問4)用材林及び薪炭林の立木の伐採補償に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.伐期到達立木は、立木所有者は通常妥当と認められる伐採方法、伐採時期等を選択できることによって、伐採による損失は一切生じない。

2.伐期未到達立木であって、市場価格のあるものについては、伐期における当該立木の純収益を補償するものとする。

3.伐期未到達立木であって、市場価格のない天然生林については、伐期における当該立木の価格の前価額を補償するものとする。

4.薪炭林の台木の伐採にあっては、伐採による損失は一切生じない。

解答

1.伐採搬出費用増及び立木価格の低下分の補償
2.純収益から木材価格を引いたもの

4.台木の補償はある

(問5)農業補償に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.農業廃止の補償は、転業に通常必要とする期間(2年以内)中の従前の所得相当額(法人経営の場合においては、従前の収益相当額)を補償するものとする。

2.農業補償における所得相当額とは、農業粗収入から農業経営費(自家労働の評価額を含む)を控除した額により算定する。

3.農業休止期間が長期にわたる場合であって、その休止に対応する補償額が農業廃止の補償額をこえるときは、農業廃止の補償額の範囲内とする。

4.宅地化が予想される農地等に関しては、農業補償は一切必要としない。

解答

1.農業廃止補償の期間は3年

2農業粗収入－農業経営費（自家労働の評価額を含まない）

4.農業補償の特例 宅地化が予想される場合の補償

(問6)立毛補償に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.立毛補償は、当該立毛の粗収入見込額から当該土地の引渡時以後に通常投下される農業経営費(自家労働の評価額を含まない)を控除した額を補償するものとする。

2.粗収入見込額は、豊凶の著しい年を除き、当該立毛の評価時前3年間の平均収穫量に当該作物の生産者価格を乗じて得た額と副産物の価額との合計額とする。

3.農業経営費は、肥料費、諸材料費、防除費、建物費、農具費、労働費(自家労働の評価額を含まない)、公租公課、借入資本利子及びその他の経費とする。

4.農作物を作付するためにすでに費用を投下したときの補償額は、当該土地についてすでに投下した種苗費、肥料費、耕転、整地その他の労働費(自家労働の評価額を含まない)等の経費の合計額とする。

解答

1.農業経営費（自家労働の評価額を含む）

3雇用労働費、自家労働

4自家労働費を含む

(問7)隣接土地の工事費の補償に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.隣接土地の工事費の補償は、いわゆる事業損失といわれるものに属するものであり、従来不法行為の理論により処理するものと考えられていたが、土地収用法、道路法、河川法等において損失補償として取り上げられてきたものである。

2.事業を施行することにより、隣接土地について従来の用法による利用価値を維持するため、工作物の設置等をする場合に必要な費用を補償するものである。

3.工作物の設置等をする者は、原則として土地又は建物の所有者であるが、借地権者である場合もある。

4.補償義務は請求により生じ、その請求が土地収用法、道路法、河川法の規定と同様に工事完了の日から1年以内になされたものについて補償することとなる。

解答

3所有者のみ　建物の所有者は含まれない
(問8)損失の補償に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.土地の正常な取引価格は近傍類地の取引価格を基準とするが、それが適正な取引事例であるための要件としては、その取引期間が4年以内であること。

2.土地の使用に代わり当該土地を取得することができるとしているが、そのための要件の一つとしては、当該土地を4年以上にわたり使用しようとするとき。

3.農業廃止の補償額は、転業に必要な期間中の収益(又は所得)減を基準として算出するが、そのための要件としては、その転業期間が4年以内であること。

4.漁業廃止の補償額は、転業に必要な期間中の従前の所得相当額(法人場合は、従前の収益相当額)を基準として算出するが、そのための要件としては、その転業期間が4年以内であること。.

解答

1取引事例が2年以内のもの

2土地の使用が3年以上

3、3年以内

4、4年以内

(問9)公共補償の特例に関する記述のうち、不適当なものはどれか。

1.機能回復の代替施設が法令の規定等により一定の構造等のものとする義務が課されている場合においては、その必要の限度において、機能回復の限度を超える部分の一部を補償することができる。

2.法令等の規定により、近い将来、当該事業計画に基づく改良事業が実施されることが確実に予見される場合において、機能回復の代替施設の構造を当該事業計画に対応したものとすることが技術的にみて合理的で、かつ、国民経済的に著しく有利と認められるときは、社会通念上妥当と認められる限度において機能回復を越える部分の全部又は一部を補償することができる。

3。公共補償の現物補償を行った場合において、当該現物補償に要した費用が一般補償基準に定めるところにより算定した補償額に満たない場合には、その差額を金銭をもって補償することができるものとする。

4.起業地内にある工事に着手した公共施設等で使用が開始されていないものがあっても、既存公共施設等に準じて補償することができる。

解答

4 工事の進捗状況に応じその施工済みの部分については、補償することができる
(問10)自然施設の損壊に対する費用の負担、工事の施行に伴う公共施設等に対する費用の負担に関する記述のうち、妥当なものはどれか。

1.起業地内の自然施設が損壊される場合において、代替施設の設置を余儀なくされる事情はないが、地域住民がこれを建設するときは、これに必要な費用を負担することができる。

2.費用は、技術的、社会的に必要な施設の建設に要する直接工事費相当額とする。

3.工事の施行により起業地外の公共施設等の損傷又は機能の著しい低下で、社会通念上受忍の範囲を超えないが、地域住民がこれを防止し又は除去するときは、これらのために措置をとるために必要な費用を負担することができる。

4.社会通念上受忍の範囲は、事業施行との因果関係、公共施設等の種類、その地域環境、社会的条件等により個々に判断されるものであるが、経済的に著しい損失があることが必要である。

解答

1特別な事情があり、地方公共団体がこれを建設するとき
2.最小限度の施設の建設に要する費用

3.受忍の範囲を超えるものが生じる場合において、管理者または地方公共団体がこれを防止又は除去する
